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貸  借  対  照  表  

（2024年３月31日現在） 

（単位：千円） 
 

科 目 金 額 科 目 金 額 

資 産 の 部 負 債 の 部 

流 動 資 産 12,456,689 流 動 負 債 1,577,180 

現 金 及 び 預 金 136,277 買 掛 金 10,515 

売 掛 金 1,424,953 未 払 費 用 442,976 

商 品 1,447 未 払 法 人 税 等 436,510 

短 期 貸 付 金 10,791,781 未 払 事 業 所 税 8,093 

前 払 費 用 85,812 未 払 消 費 税 等 143,580 

未 収 入 金 16,417 預 り 金 41,621 

  契 約 負 債 20,590 

固 定 資 産 1,516,385 賞 与 引 当 金 415,032 

有 形 固 定 資 産 470,528 役 員 賞 与 引 当 金 18,000 

建 物 334,803 資産除去債務(流動) 40,259 

器 具 備 品 53,864   

貸 与 資 産 81,859 固 定 負 債 1,213,824 

  退 職 給 付 引 当 金 1,035,442 

無 形 固 定 資 産 17,261 資産除去債務(固定) 156,684 

ソ フ ト ウ エ ア 13,525 長 期 未 払 金 165 

そ の 他 3,735 預 り 保 証 金 21,533 

  負 債 合 計 2,791,004 

投 資 そ の 他 の 資 産 1,028,596 純 資 産 の 部 

繰 延 税 金 資 産 642,723 株 主 資 本 11,182,070 

差 入 保 証 金 385,863 資 本 金 30,000 

そ の 他 10 資 本 剰 余 金 70,000 

  その他資本剰余金 70,000 

  利 益 剰 余 金 11,082,070 

  利 益 準 備 金 7,500 

  その他利益剰余金 11,074,570 

  繰越利益剰余金 11,074,570 

  純 資 産 合 計 11,182,070 

資 産 合 計 13,973,075 負 債 純 資 産 合 計 13,973,075 
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個別注記表 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(１) 資産の評価基準及び評価方法 

① 棚卸資産 

 移動平均法による原価法によっております。（貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定しております。） 

 

(２) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産      定額法によっております。 

（リース資産を除く）          

 

② 無形固定資産         定額法によっております。 

（リース資産を除く）  

 

③ リース資産 

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

によっております。 

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に

よっております。 

 

(３) 引当金の計上基準 

① 賞与引当金 従業員の賞与の支払いにあてるため、支給見込額に基づ

き、当事業年度に見合う額を計上しております。 

 

② 役員賞与引当金 役員の賞与の支払いにあてるため、支給見込額に基づき、

当事業年度に見合う額を計上しております。 

 

③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しておりま

す。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額

法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用

処理することとしております。 
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(４)重要な収益及び費用の計上基準 

当社は、IT（情報通信技術）を基盤に企業の情報システムに関する設計・構築、パーツの販売お

よび保守・運用サービスを主な事業としております。 

これら事業のうち、パーツの販売や設計・構築等は、財又はサービスの顧客への引き渡し、検収

の受領等、契約上の受渡条件を充足することで、履行義務が充足されると判断しており、当該時点

で収益を認識しております。   

なお、契約上の受渡条件が、財又はサービスの顧客への引き渡しであり、出荷から引き渡しまで

が通常の期間である場合、出荷時点で収益を認識しております。また取引の対価は履行義務を充足

してから概ね１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。 

役務提供の性質を有する保守やサービス・サポート等は、契約期間にわたり、均等に収益を認識

しております。また取引の対価は、個別の契約による支払条件に基づき、契約期間に応じて適宜受

領しており、重要な金融要素は含まれません。 

なお、取引価格は、顧客との契約価格に基づいており、変動対価や値引き等はありません。 

11．収益認識に関する注記 

収益を理解するための基礎となる情報 

収益を理解するための基礎となる情報は、「１.重要な会計方針に係る事項に関する注記 (４)重要

な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

 

12．１株当たり情報に関する注記 

(１)１株当たりの純資産額    18,636,784円 41銭 

(２)１株当たりの当期純利益          2,084,943円 80銭 

 

13．その他の注記 

記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

 

２．当期純利益       1,250,966 千円 


